
令和元年度 第２回 土壌汚染対策検討委員会 次第 

１ 開 会 

 ２ 委員紹介及び委員長の選任 

 ３ 議 題 

（１）東京都版ＳＲ推進ガイドライン（仮称）の作成について

（２）操業中調査・対策の推進について

（３）その他

４ 閉 会 

【配布資料】 

資料１ 「合理的な対策の選択」を推進する目的について 

資料２ 東京都版ＳＲ推進ガイドライン（仮称）の作成について 

資料３ 操業中調査・対策の推進について 

資料４ 土壌汚染に係る情報の公開について 

日時：令和元年１１月２５日（月）午後２時３０分から午後５時まで 

場所：東京都庁第二本庁舎３１階 特別会議室２３ 
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資料１

「合理的な対策の選択」を
推進する目的について

東京都環境基本計画2016
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東京が目指す将来像
「世界一の環境先進都市・東京」の実現
政策展開の視点
最高水準の都市環境の実現
サステナビリティ
連携とリーダーシップ

政策展開において留意すべき事項

環境政策と経済成長が両立することはもちろん、相互に良い
影響をもたらすように施策を構築・展開

東京２０２０大会後においても、環境政策やその成果を継続・
発展

持続可能な都市の実現に向け、新たな価値観やライフスタイ
ルを創出



東京都環境基本計画2016
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Ⅱ-4 快適な大気環境、良好な土壌と水環境の確保
2 化学物質による環境リスクの低減

あるべき姿

化学物質等による環境リスクの低減が図られ、安心し
て暮らせる生活環境が確保されている。
・化学物質の排出が抑制され、環境リスクの低減が進んでいる。
・合理的な土壌汚染対策が選択され、処理が進んでいる。

目標
化学物質の環境への排出量を更に低減する。

環境面・経済面・社会面にも配慮した土壌汚染対策を推進す
る。

東京都環境基本計画2016
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施策の方向性
「最適な土壌汚染対策を選択する手法の検討」

「対策実施に係る全て
の過程での環境負荷
の低減（環境面）とと

もに、コストの削減（経
済面）や近隣住民等
の理解促進（社会面）

などの視点を踏まえ、
事業者による合理的
な対策の選択を促す
ための手法を検討して
いく。」
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「合理的な対策の選択を促すための手法を検討」することで
• 土壌汚染に対する正しい理解が広まる
• 環境・経済・社会の各側面の視点から合理的な対策を選択す
る考え方が普及する

上記の効果
• 過剰な対策を行わない⇒対策実施による環境、経済、社会面の負荷低減
• 中小事業者等も合理的な対策を選択⇒円滑な対策実施
• 対策費用の全体的な適正化⇒不適切事例の発生予防
• 自然由来等レベル土壌の有効活用⇒都市開発事業等への影響軽減

結果として「処理が進む」
• 健康リスクの確実な防止
• 地下水汚染の拡大の確実な防止

「あるべき姿」と「施策の方向性」との関係



令和元年度 第２回 土壌汚染対策検討委員会

1

資料２
東京都版ＳＲ推進ガイドライン
(仮称）の作成について

• ガイドラインのコンセプト、構成について
• 土壌汚染に合理的に対応するためのフロー、
考え方について

2

本日の検討事項
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今年度作成を検討する「ガイドライン」について

タイトル（仮称）
「土壌汚染に合理的に対応するためのガイドライン」

【第１回検討委員会】

• （ＳＲの言い換えについて）「最適な（土壌汚染対策）」という用
語は重たい。「より合理的な」はどうか。

【ＳＲコンソーシアムＷＧ】

• 東京都が進めたい「合理的な対策」は、ＳＲ評価の対象を限
定している。本格的な「ＳＲ」との違いを明確にした方がよい。

環境面（地域特性に配慮した環境負荷低減）、経済面（低コスト）、
社会面（関係者間の理解促進）に配慮した、土壌汚染への合理
的な対応を推進（掘削除去偏重を是正）するためのガイドライン
を作成する。

※以下、本資料では「合理的対応ガイドライン（ＧＬ）」とする。
※サブタイトルについても検討したい。

合理的対応ガイドラインの対象者
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【第１回検討委員会】
• 不動産業者も対象とするべき
【ヒアリング】

• 土壌汚染への対応の経験が少ないと、掘削除去以外の方法を選
択するのが難しい

• 対応の経験がある方にも、全量掘削除去が減っているという現状
や、合理的対応の考え方を知っていただくことは重要

• 開発事業者
• 大規模事業主（土地所有者）
• 不動産事業者
⇒都内で土壌汚染に関わる人を広く対象とする。

※中小事業者に対しては、「中小事業者のための土壌汚染対策ガイド
ライン」の改定で対応

※公共事業については、別途、庁内及び区市町村工事関係者用資料
を編集予定



合理的対応ガイドラインの構成
はじめに（「資料１」を踏まえてＧＬの目的を記す）

① 土壌汚染があった場合の対応の現状
② 土壌汚染への合理的な対応を進めるためのフロー
③ 法令に基づく措置の合理的な選択
④ 土地利活用の場面における合理的な対応
⑤ 事例集及びケーススタディ
⑥ より進んだ取組を目指す方へ
（サステナブル・レメディエーションの紹介）
コラム
– 不動産仲介業者の役割／土壌汚染と不動産鑑定評価
– 操業中の工場での合理的対応
– リスクコミュニケーション
– 自然由来・埋立由来による基準超過土壌
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• 上記の解説資料を作成（詳細編）
• 概要を「基本編」として作成（興味を持っていただくよう工夫する）

合理的対応ガイドラインの構成

資料集

– ＳＲのフローと各ステップの考え方
– 利害関係者の例
– 環境的側面の評価指標と評価方法
– 経済的側面の評価指標と評価方法
– 社会的側面の評価指標と評価方法
– 措置ごとの半定量評価の例
– SR事例集
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• 本編ではＳＲは「紹介」に留めるが、資料集にて詳細を解
説する。



①土壌汚染があった場合の対応の現状
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• 「掘削除去９割」の時代から、「半分残置」に変わっていることを示すデータ
• データの目的：必ずしも掘削除去しなくていいということを知っていただく

解析項目、現状データの示し方はどのようにすべきか？
（参考資料５ データ整理速報も参照）

注１：速報値を基にしたイメージ
注２：H19年度の掘削除去（91％）の
内訳が不明なため、全量掘削除去は
78％（91％×86％）、深度限定掘削
除去は7％、改変部分のみ掘削除去
は6％と仮定して計上している。
注３：3条案件に限っても、全量掘削
除去を実施する割合は減少している
（参考資料５⑧）
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⑦ 土壌汚染対策の実施割合（4条案件＋3条案件＋14条案件）

①土壌汚染があった場合の対応の現状
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• 掘削除去と埋戻しの合理的でない事例を紹介する
• 掘削除去の負荷を示す（掘削除去は「場合によってはしないほうがよい」と
いう考え方を知っていただく）

読者に問題意識を持っていただくための事例はどのような
ものが適切か？
（参考資料６ ヒアリング経過報告も参照）



地歴調査

土壌汚染状況調査

土地改変の実施

リスク管理を継続

健康リスクあり
又は周辺地下水汚染拡大のおそれあり

法令に基づく措置の
比較検討

（三側面を考慮） 区
域
指
定
解
除

土地利活用時の
改変方法を比較検討
（三側面を考慮）

合理的対策を選択・実施

合理的対応を選択

・掘削範囲の最小化
・掘削土の有効活用

②土壌汚染に合理的に対応するためのフロー

対策が必要な土地⇒③

対策を要しない土地⇒④
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健康リスクなし
かつ周辺地下水汚染拡大のおそれなし

関
係
者
と
の
調
整
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③法令に基づく措置の合理的な選択

対策を要する土地で土壌汚染に合理的に対応するため
の考え方
• 法令に基づく措置を実施（大原則）
• 措置の選択にあたっては、複数の工法を環境面、経
済面、社会面の観点から比較検討し選択

⇒各措置方法について、環境面、経済面、社会面の
負荷の目安を示して、検討の参考としていただく。

検討の結果は、法・条例の計画書記載事項の「措置
の選択理由」の記載に反映する。



物質 基準超過状況 規制（法・条例） 必要な対応

ＶＯＣ

一定濃度超過
（条）地下水汚染
拡大防止

第二基準適合までの対策

飲用井戸有 （法）要措置（条）要対策 目標濃度適合までの対策

上記以外の
一定濃度適合

改変時の拡散防止
長期的な浄化又は
適切な管理を検討

重金属

一定濃度超過
（条）地下水汚染
拡大防止

第二基準適合までの対策

飲用井戸有 （法）要措置（条）要対策 目標濃度適合までの対策

上記以外の
一定濃度適合
（シアン・水銀）

改変時の拡散防止
長期的な浄化又は
適切な管理を検討

自然由来レベル
の人為由来

改変時の
拡散防止

適切な管理

自然由来・
埋立由来

対策不要 搬出時の拡散防止

含有量超過 要対策 掘削除去以外の対策を検討

ＰＣＢ 基準超過

③物質・基準超過状況ごとの必要な対応
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規制（法・条例） 土壌及び地下水汚染の状況 選択すべき措置

溶出量
基準
超過

（法）要措置
（条）要対策

目標土壌溶出量超過
目標土壌溶出量濃度・目標地下水濃度適合まで浄

化又は封じ込め

目標土壌溶出量適合 原則として、地下水質の継続監視

（条）地下水汚染
拡大防止※

対象地境界で
第二地下水基準超過

第二溶出量基準・第二地下水基準適合まで浄化又
は封じ込め＋対象地境界での地下水質の継続監視

対象地境界で
第二地下水基準適合

対象地境界での地下水質の継続監視を
選択可能（措置の実施を推奨）

上記以外 （考慮不要） 対策を要しない土地⇒自主対策

含有量
基準
超過

（法）要措置
（条）要対策

掘削除去以外の措置を検討

上記以外 対策を要しない土地⇒自主対策

対策手法一覧、措置ごとの詳細により複数の工法を三側面の観点から比較検討

合理的な対策を選択・実施 モニタリング・リスク管理

対策を要しない土地

③法令に基づく措置の選択（基本的な考え方）

12
※要措置・要対策と同時に適用されることがあります（一定濃度超過で飲用井戸がある場合など）
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③対策手法一覧

土壌汚染対策方法一覧（対策費用と工期） 

No. ページ 対策方法 対策費用（m3あたり） 工期 

1 P37 舗装 
数千円以上 
（m2あたり） 

数日以上 

2 P37 盛土 
数千円以上 
（m2あたり）

数日以上 

3 P38 土壌入換え（区域内） 数千円以上 数日～数週間以上 

4 P38 土壌入換え（区域外） 3～5万円以上 数日～数週間以上 

5 P39 原位置不溶化 ３～５万円以上 数日～数週間以上 

6 P39 不溶化埋め戻し ３～５万円以上 数週間～数ヶ月以上 

7 P40 原位置封じ込め ３～５万円以上 数週間～数ヶ月以上 

8 P40 遮水工封じ込め ５～１０万円以上 数週間～数ヶ月以上 

9 P41 遮断工封じ込め 10万円以上 数ヶ月～１年以上 

10 P42 土壌ガス吸引 ３～５万円以上 数ヶ月～１年以上 

11 P42 地下水揚水 ３～５万円以上 数ヶ月～数年以上 

12 P43 生物的分解 １～３万円以上 数ヶ月～数年以上 

13 P43 化学的分解 １～３万円以上 数日～数週間以上 

14 P44 原位置土壌洗浄 ３～５万円以上 数週間～数ヶ月以上 

15 P44 掘削除去 ５～１０万円以上 数日～数週間以上 

費用・工期は、目安です。 

環境的側面
・・
・・
・・

経済的側面

・・ ・・ 地下水質の継続監視
・・ ・・ 立入禁止
・・ ・・ 地下水汚染拡大の防止

• 経済的側面
⇒第二基準適合を
措置完了条件とし
た場合についても
調査中

• 環境的側面
⇒表形式で比較す
べき指標について
検討（次スライド議
論も参考）

• 掲載するデータにつ
いては、第３回検討
委員会に案を提示

措置の解説ページ（イメージ例）

③措置ごとの詳細（工法・三側面の負荷の目安）

半定量評価（今後精査）

• 「費用」は措置自体のコスト。そ
の後の維持管理について「管理
コスト」を示した。

• 「環境」の欄（５段階評価）は、Ｇ
Ｒツールの主要項目から選定
（大気汚染：ＣＯ２排出量）

解説（今後精査）

• 対策時の留意点で現場環境負
荷（粉じん、騒音振動等）等に触
れる

• 社会面、土地活用時の影響につ
いては、文章で留意点を示す
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• 措置の選択にあたり、三側
面の負荷を考慮できるよう、
情報を集約（参考資料７）



措置を比較検討して選択する際の考え方を示す。
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③措置の比較検討

掘削除去

・経済面（工期中、対策コスト
大、管理コスト微小）
・環境面（施行時の負荷大）

・社会面（交通量大、今後の
法規制なし）

舗装

・経済面（工期短、対策コスト
小、管理コスト小）
・環境面（施行時の負荷小）

・社会面（交通量小、今後も
規制対象）

• 措置後の土地利活用の予定は決まっているか？
• 取引に係る利害関係者からの特段の要望があるか？
• 環境負荷の削減はどの程度可能か？
• 地域のニーズは汲み取っているか。配慮すべき事項はあるか？
各方面の負荷を総合的に考慮し、関係者の意見も踏まえた上で、
最終的には対策実施者が判断する。

単純な措置工法同士の比較だけでなく、実施時期（早期対策か、土地利活用と一体とする
か）、効率的な組合せ（一部除去し残りは舗装、など）も検討の対象とする。

ガイドラインに示す環境・社会面の負荷や配慮事項は一般的な内容であり、案件の事情に
応じて他の事項も考慮する必要がある。（景観、施設の機能保全、管理者の能力など）

（条例施行通知別紙
「東京都土壌汚染対策指針（平成31年4月1日施行）の内容について」 p.36）
検討の視点 記載例

技術面 「対象地で適用可能な工法を比較検討した結果、施工可能な措置が
当該措置しかなかったため」

土地取引・土地
利用

「今後の土地利用において地下構造物を構築するため、工事範囲の
汚染土壌の除去が必要であるため」

「土地返還時の条件として原状復帰が求められているため。」

コスト 「複数工法を比較検討した結果、当該措置が最も費用対効果が高い
と考えられたため」

工期 「この後の土地開発計画のスケジュール上、６か月以内に土壌汚染
対策工事を完了させる必要があり、それを満たす工法が当該措置の
みであったため」

環境負荷 「複数の工法における環境負荷を試算したところ、この工法が最も負
荷が小さかったため」

関係者の合意 「土地所有者、開発者、周辺住民等の関係者で意見交換を行った結
果、周辺住民の生活影響の低減が重視され、関係者間でこの措置の
実施について合意が得られたため。」

③措置の選択理由

ガイドラインを参考に、「比較検討」の視点をこのように広げることを促す。
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コラム：早めの対応の重要性（操業中工場での対策）

• 早期対策の重要性・メリットを示す。

18

④土地利活用の場面における合理的な対応

対策を要しない土地において、土壌汚染に合理的に対
応するための考え方

1. 土地利活用におけるマッチング・コーディネートの重
要性

2. 利害関係者とともに、複数の対応を三側面の観点
から比較検討し選択

3. 長期的な管理のためのポイント

⇒参考となる取組を事例集で多く紹介する



④－１ 土地利活用におけるマッチングの重要性

土地利活用で実現したいことを明確にする
– 短期的利益の最大化
– 迅速な不動産処分
– 長期的な資産価値の向上
– 地域社会との融和
– 社会的評価の向上
– 環境保護
– ・・・
これらの目標の達成に、サイトの土壌汚染の有無がど
のように影響するのかを考える

19

土地所有者と開発事業者とのマッチングの重要性
不動産仲介業者が専門性をもって取組むことを期待
※不動産評価の参考となる資料をコラムで紹介する

20

④－１ 土地利活用におけるコーディネートの重要性

対策範囲（所有者が実施） 改変範囲（開発事業者が実施）

掘削除去後の埋戻し
⇒次の用途が分からないので
外部調達した基準適合土で
埋め戻す

根切り分の掘削
⇒埋め戻した適合土を再度搬出
その他部分の掘削
⇒調査で基準適合していた土を場外搬出

合理的な対応の例

• 改変で掘削しない範囲の埋戻し土については、改変で掘削する見込みの
場内の基準適合土を先に掘削して利用する。

• それ以外の根切り範囲については、砕石等による一時的な埋戻しを行う。

良くある不合理な対応の例

対策時に先の見通しを立てることの重要性を示す。
対策～建築までを一貫して設計することが望ましい。



④－２ 対応の比較検討・選択

具体的な対応の例（参考資料７）

全量除去・残置（平面・深度方向）の比較検討

掘削された基準超過土壌の利活用の可能性（土壌入換え、
飛び地間移動、区域間移動）

埋戻しの検討（次の施行まで埋めない、ガラ仮埋め、工事
内流用、工事間流用）

根切り時の汚染土壌の削減（認定調査）

21

汚染土壌の掘削除去・汚染土壌処理による負荷は三側面
全てに及ぶことから、不要な掘削除去を行わないことが原
則
• 掘削範囲の最小化
• 掘削土の有効活用

22

利害関係者はどのような人がいるのか（参考資料７）
• 開発事業者 ・土地所有者 ・施工業者
• 近隣住民 ・自治会、その他地元の重要な団体
• 行政（規制部署／まちづくり部署／その他）
当該土地を今後利用する者とはどのような人がいるのか
• マンション購入者、テナント、施設利用者など
利害関係者との調整時には、リスコミの考え方を踏まえて対応
• どのようなアプローチで接触するか
• 必要に応じて意見交換の場を設ける

• 専門家やファシリテーターの活用も検討
• 信頼関係の構築・維持が最大のポイント

④－２ 対応の比較検討・選択

利害関係者と調整

当該土地を今後利用する者を想定（マーケティング）して、
対応を比較検討し選択



④－２ 土地改変時の環境負荷の軽減

施行基準を順守して、土地改変による汚染の拡
散（土壌・地下水）を防止
⇒土壌汚染に対して知識のある施工業者を選ぶ

条例指針に基づく周辺環境保全対策を実施

埋戻し土壌の調達の際は自然環境保全にも配慮

施行時に緑地保全にも配慮する

汚染土壌の運搬・処理に係る環境負荷も検討
（輸送時ＣＯ２など）

23

⇒施行基準についてのわかりやすい資料が必要
（合理的対応ＧＬに図や解説を載せたい）
⇒ＧＲ（Green Remediation）、ＢＭＰｓ（最適管理手法）の考
え方も紹介

24

④－３ 長期的な管理のためのポイント

• 汚染を残置して形質変更時要届出区域となったときに、その
後どのような規制がかかるのか、改変時にどのような対応を
行う必要があるのかについて、あまり理解されていないので
は？
⇒形変として管理することへの不安を払しょくすることが重要。

• 措置により形変となっている土地は、舗装・盛土、封じ込めの
場合の構造物の維持管理が必要

⇒図面の保管だけでなく、現場に目印（舗装面の境目や装飾
タイル、掘削底面の見切り砕石やシートなど）があると良い

• 形質変更時要届出区域で必要となる手続（改変時１２条、搬
出時１６条、搬入届の年１回提出）を解説

⇒一旦、新築建物の運用が開始されれば、土壌の掘削を伴
う改変はそうそう生じない

⇒他に、どのような情報が有用と考えられるか？
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⑤事例集及びケーススタディ

対策～土地利活用までを通じた合理的対応を紹介する
• 敷地内で基準超過土壌を集約し搬出土量を最小化
• 土地利用ニーズのマッチングにより、区域指定された土地に
おいて適正な不動産評価により土地取引（対比として、適正
でない評価の事例も示す）

• 自然由来、埋立由来の搬出土の有効活用
• 操業中から簡易な土壌汚染対策を継続することで安価に対
策

などを掲載する予定

事例集及びケーススタディについて、どのような示し方が良
いか？
（参考資料５、６、７も参照）

⑤合理的な対応の事例集（イメージ）

26

• 合理的対応を実施しなかったケースと、実施したケースを見開き２ページで比較
• さらなる合理化のポイントがあれば、解説
• 掲載予定事例案、シナリオ案を参考資料７に示す（他10事例程度作成予定）
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⑤合理的な対応の進め方（ケーススタディ・イメージ）

土地活用で実現したい
ことは明確か？

法令に基づく対策が必
要か？

工場として貸していた土地の売却
（実現したいこと：売却益の最大化）

・一部で六価クロムの第二溶出量基準超過
⇒条例で措置（地下水質の継続監視）が必要
・広い範囲・深さで自然由来レベルの砒素基準超過
・砒素の地下水基準超過（基準値の1.1倍）

【土地所有者】

次の土地利活用は想定
されているか？

・具体的な利活用の想定はなし
・「法令対策済み・汚染残置」の条件での売却について、
不動産仲介業者に相談
・ロケーション、周辺土地利用状況などから、事務所用地
又は賃貸マンションとしての利用を念頭に買手を募集

立場ごとに複数例作成

次スライドへ続く

28

選択可能な工法はどのような
ものか？

各側面の負荷に配慮して、
合理的措置を選択

・売却前に実施する土壌汚染対策工事の範囲について、
不動産仲介業者及び施工業者と検討
案① 全量掘削除去（比較用）
案② 第二溶出量基準超過の六価クロムのみ除去
案③ 案②に加えて、深度２ｍまでの範囲の砒素を除去
案④ 汚染全量残置で地下水質の継続監視を実施

対策コストは見積で、その他の負荷は定性的に評価

⇒コストと販売制約を重視し、③を選択

合理的対応による
土壌汚染対策を実施

・埋戻しに敷地内の根切り想定範囲の適合土を利用
・汚染土壌の運搬距離の短い処理施設を利用
・掘削時の散水に加えて粉じんモニタリングを実施
・工事お知らせ看板により近隣からの問い合わせに対応

対策を要しない土地 残置された土壌に関するリスク管理の引継ぎ

環境負荷 対策コスト 交通量 販売制約

① 大 大 大 なし

② 小 小 小 次の改変時に汚染土壌搬出

③ 中 中 中 基礎・配管工事など施工可能

④ 小 小 極小 最短５年モニタリング

対応の比較検討の手順を
具体的に見せる

⑤合理的な対応の進め方（ケーススタディ・イメージ）
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⑥より進んだ取組を目指す方へ

サステナブル・レメディエーションの紹介
• ＳＲコンソーシアムが検討してきた成果（ＳＲ白書）の紹介
• ＳＲ適用を検討すべき場面（大規模工場跡地、地域全体に影
響するプロジェクトなど）

• ＳＲ適用のフロー（利害関係者と共に評価指標及び評価方法
を選定、複数案について三側面重みづけ評価し比較検討、関
係者の納得が得られる対応を実施）

• 周辺住民等の関係者の理解を得ながら合理的な土壌汚染対
策を実施した例

ＳＲは「困難なプロジェクトをいかにして実現するか」という場面で有効

「持続可能性」という観点からは、より高い意識を持って利害関係者と関わ
ることが求められる（個人の公平性、地域経済の観点は必須）

三側面の「バランス」を取ることが重要（「合理的対応」では三側面を「考
慮」としている）

土地所有者、開発事業者以外の
関係者は誰か？

Step3:利害関係者にアプローチする

利害関係者とどのような形で関わるか？ Step4:意見交換の場をセッティングする

プロジェクトの望ましいあり方を示せるか？ Step5:評価の枠組みを決める

選択可能な工法はどのようなものか？ Step6:工法を比較する

各側面の負荷に配慮した工法を選択 Step7:工法を選択する

工事開始 Step8:実施状況を共有する

工事完了・利活用 Step9:管理を継続する

土地活用で実現したいことは明確か？

土壌汚染により制約が生じるか？

Step１:プロジェクトの目標を定める

Step2:プロジェクトの制約条件を把握する
実施者が検討

三側面に配慮
した工法を関
係者と共に検
討

実施者による
適切な工事・
リスク管理、
関係者への
情報共有

⑥ＳＲの進め方フロー（ＳＲ白書からやや具体化）

30



令和元年度 第2回 土壌汚染対策検討委員会

1

資料３

操業中調査・対策の普及促進

2

操業中の調査・対策推進における課題の整理

⇒操業したまま調査・対策を行う有効性と個々の状況に応じた
適用可能な技術の事例整理

１ 操業中の調査・対策の必要性

⇒必要性について整理し、十分な普及啓発

２ 操業中の調査・対策推進のための課題整理

２-① 技術的課題

２-② 制度的課題

２-③ 経済的課題

⇒自主的な調査を実施することで、新たに法的義務が発生する
可能性の解決

⇒法的義務がない中で、調査・対策を行うための費用負担の軽
減とインセンティブの付与
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自主的な調査・対策のスキーム

・簡易調査と組み合わせて実施可能な簡易な対策について技術的な検討を行う。
・法や条例の届出を行うことで、インセンティブを得られるようにしたい。
（法14条申請を行い、要措置区域に指定された場合、法に基づく義務、指示又
は命令により行う措置については、低利率の融資対象となりうる。
条例116条の2の報告についても、何らかのインセンティブを検討）
・改変を伴う対策の場合、別途法や条例が適用される可能性があることに留意。

操業中の土地

簡易調査を実施 法定調査を実施

法14条申請条例116条の2
報告

汚染なし 汚染あり

対策

汚染なし 汚染あり

法・条例による対策

届出しない

アドバイザー制度で
対応可能

改正

4

法定調査 簡易調査

【試料採取】 ・単位区画ごとに採取 ・汚染のおそれが高い任意の場
所を採取

【試料の取扱い】

第２種特定有害物質

第１種特定有害物質

・表層の土壌試料と50cmボーリ
ング試料を等量混合
・乾燥（４時間）、ふるい2mm
以下、振とう機（２時間）で試
料液を調整

・バッグ等に捕集
・振とう後、恒温槽内で30 
120分間静置し分析

・ボーリング孔より直接分析
・地下水中濃度は手作業による
振とう後に分析

・表層のみの土壌を分析
・乾燥、ふるい工程は省略し、
手作業による振とうで試料液を
調整

２-①：アドバイザーにおける簡易調査について（試料採取等概要）２-①：アドバイザーにおける簡易調査について（試料採取等概要）
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２-①：アドバイザーにおける簡易調査について（分析概要）２-①：アドバイザーにおける簡易調査について（分析概要）

法定調査 簡易調査

【分析】

第２種特定有害物質

第１種特定有害物質 ・ＧＣ－ＭＳ
・ＧＣ－ＤＥＬＣＤ
・ＧＣ－ＰＩＤ

・ＩＣＰ－ＭＳ
・ＩＣＰ発光分析法
・原子吸光法

・原則として検知管（必要に
応じてＧＣ－ＤＥＬＣＤ、Ｐ
ＩＤでクロスチェック）

現場の実態（特定有害物質の
種類等による）に合わせた簡
易分析法
・ボルタンメトリー法
・吸光光度法

6

２-①：操業中の調査・対策事例①

【事業場概要】

・業種：めっき業

・敷地面積：240㎡

・使用物質：トリクロロエチレン、

六価クロム

【提案対策事例】

汚染が判明した場合、 揚水井戸

を設置して地下水揚水で地下水を

浄化する。

【調査結果】

No.1：土壌・地下水とも基準不適合 ⇒ 井戸設置（地下水揚水用）

No.2：土壌・地下水とも基準適合 ⇒ 井戸設置

（地下水モニタリング用）

工場

敷地

セメントで井戸
周囲を止水

設置井戸

操業中のため井戸は地下埋設

地下水揚水



7

２-①：操業中の調査・対策事例②

工場排水の処理施設を活用して
処理し、下水道放流する

地下水の流れ

建　物 処理装置

基準不適合土壌

揚水井戸

水中ポンプ

排水

地下水面

地下水を介した

有害物質の拡散を防止

工場排水の処理施設を
活用して処理し下水道放流

地下水の流れ

建　物 処理装置

基準不適合土壌

揚水井戸

水中ポンプ

排水

地下水面

地下水を介した
有害物質の拡散を防止

処理水：
下水道放流

処理水：
帯水層に戻す

地下水揚水

汚染地下水を基準適合まで処理後、
帯水層に戻す

操業中から、時間をかけて地下水揚水を実施し、
・汚染地下水を工場排水と混合して処理する対策
・汚染地下水の処理水のみを帯水層に戻す対策
等により、対策コストを低減することが可能か？

原位置土壌洗浄

工場排水

8

２-②：簡易調査を実施した場合の廃止時調査の整理
操業中に簡易調査及び対策を実施することで、施設廃止時に行
う調査・対策にメリットがあるようにできないか？

簡易調査を実施

汚染なし 汚染あり

対策

⇒簡易調査・対策の地歴としての
利用？

施設廃止時に行う法定調査

簡易調査の結果や対策を地歴として
利用できないか？

現状では、法定調査に準じた調査・
対策の実施を指導・助言

現状では、施設廃止時、法定調査を
実施しなければならない。
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簡易調査・対策後、水濁法に基づく地下浸透防
止措置が取られていれば、当該箇所について

○汚染なしの場合：汚染のおそれが「少ない」
とする

○対策した場合 ：措置の効果を公定法で
確認していれば、
対策深度以深から試料採
取等すればよいこととする

などが考えられる。

簡易調査・対策を行った場合の汚染のお
それの評価について、技術的な検討・整
理を行い、地歴として利用できないか？

２-②：簡易調査を実施した場合の廃止時調査の整理

⇒簡易調査・対策の地歴としての利用

簡易調査を実施

汚染なし 汚染あり

対策：
地下浸透防止措置を実施

汚染のおそれが
「少ない」と評価

措置の効果を
公定法で確認

対策深度以深から
試料採取等を実施

施設廃止時に行う法定調査

10

改正条例第116条の2
有害物質取扱事業者（第百十五条第一項、前条第一項又は第百十七
条第二項の規定の適用を受ける者を除く。）は、土壌汚染対策指針に基
づき、規則で定めるところにより、当該工場又は指定作業場の敷地内の
汚染状況調査を実施したときは、その結果を知事に報告することができる。

２-②：制度的課題：自主調査と法的手続きの考え方

• 指針に基づく調査を実施し、第116条の２により報告し、さらに
条例の規定による措置を行えば、施設廃止時に行う調査にお
いて特例の対象となる（⇒その後に汚染のおそれが生じない
状況であれば、実質的に調査が免除される）。

• このほか、指針によらない簡易調査により、重篤な汚染だけで
も把握し、早期に対策するという選択肢もある。
ただし、その場合は施設廃止時に改めて汚染状況調査を実施
し、報告しなければならない。
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条例第116条の２の報告をしてもらうことを前提とした（法第14条申請
までは求めない）、法定調査実施のインセンティブを検討できないか？

操業中に対策を実施するための適切な調査方法の整理

調査方法 簡易調査 法定調査

アドバイザー制度 実施可能 実施していない

メリット ・重篤な汚染だけでも把握し、早期
に対策できる。

（⇒簡易な対策のためには例えば
原液の位置さえわかればよい場
合もありうる。）

・施設廃止時に行う調査において、
簡易調査の結果や対策を地歴とし
て利用できる可能性がある。

・法令に基づいた調査・対策を実
施することが可能。
・条例第116条の２や法第14条申
請により報告し、さらに法令の規
定による措置を行えば、施設廃止
時に行う調査において特例の対象
となる。
（⇒その後に汚染のおそれが生じ
ない状況であれば、実質的に調査
が免除される）

デメリット ・対策が不完全な場合がありうる。
・施設廃止時に改めて汚染状況調
査を実施し、報告しなければなら
ない。

・条例第116条の２や法第14条申
請をした場合、区域指定や対策が
義務となると事業者が懸念し、実
施されない場合がある。

12

法・条例による対策を実施した場合のインセンティブ

法定調査を実施

法14条申請条例116条の2
報告

汚染なし 汚染あり

法・条例による対策

届出しない

条例第116条の２や法第14条申請により報告した場合、調製される台
帳により公表されることになる。
その上で、法定調査を実施して法令による報告を行い、その結果が
・汚染なし
・汚染ありだが、対策を実施した

事業場について、積極的に自主対策を行っている優良事例としてホー
ムページ等で紹介することにより、インセンティブを得られないか？

ホームページ等により公開
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自主的な調査・対策のスキーム：アドバイザー制度の拡大

操業中の土地

簡易調査を実施 法定調査を実施

法14条申請条例116条の2
報告

汚染なし 汚染あり

対策

汚染なし 汚染あり

法・条例による対策

届出しない

現状のアドバイザー
制度で対応可能

アドバイザー制度で
実施可能とするか？

施設廃止時に行う調査
地歴として利用 場合により調査・対策を免除

HPでの公表等、インセンティブの付与？

簡易調査・対策の地歴としての利用？

拡大

14

２-③：経済的課題：ESG融資の事例－環境省の事業－

（環境省HP
より抜粋）
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２-③：経済的課題：ESG融資活用の可能性

パリ協定や持続可能な開発目標（SDGs）などを背景として、環境、社
会、コーポレートガバナンスの要素を考慮し、環境・社会へのインパ
クトをもたらす事業に対して行う融資が世界的な流れとなっている。

⇒温暖化対策（CO2排出削減や省エネ対策等）のための設備投資につい
ての融資に関する補助等は存在する。

・GR・SRを進めている土壌汚染対策について、環境負荷低減の優位性
を評価して融資の対象となり得ないか？

・土壌汚染の操業中対策（特に長期的に実施する対策）に関する設備
更新についても、低炭素型の設備を導入することで融資の対象となり
得ないか？

16

２-③：経済的課題：都のGR評価ツールの活用
例：早期に対策することの環境負荷低減

対策範囲長 30.0 m

対策範囲幅 10.0 m

対策範囲深さ 7.0 m

対策範囲長 20.0 m

対策範囲幅 7.0 m

対策範囲深さ 4.0 m

CO2排出量増加

施設廃止時（汚染拡大後）
に対策した場合

早期に操業中対策した場合

・早期に操業中対策した場合のCO2量＜施設廃止時（汚染拡大後）に対策した場合のCO2量
となれば、ESG融資の対象となり得ないか？
・CO2だけでなく、GRツールで評価されるような環境負荷全体を評価対象にできないか？

CO2排出量
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今後の事業の進め方

情報収集、成果物の方向性の検討
・操業中に対策を行う必要性及びメリットと効果的な事例の収集
・操業中対策に効果的な調査方法（簡易調査を含む）
・操業しながら計画的に調査・対策を行う場合の重要な視点の整理
（対策選定の流れにおいてSRの視点を盛り込む）
・経済的側面（措置費用の目安）についてのデータ収集と更新

・対策についての届出の解析や事例収集により事例と汚染状態、対策の関
係について整理

第二回検討委員会：進捗報告、成果物の方向性について確認

第三回検討委員会：SRガイドライン進捗報告、中小ガイドライン最終版の確認

中小ガイドライン（改訂版）、SRガイドラインの作成作業

・第一回検討委員会：操業中調査・対策の普及促進の方向性について確認

・中小ガイドラインについて、法・条例改正に基づく、調査及び措置の方法等
の時点修正版の作成



令和元年度 第２回 土壌汚染対策検討委員会

1

資料４ その他
（土壌汚染に係る情報の公開について）

・区域指定（解除）された際は台帳を調製（法第15条）
⇒区域指定台帳（平成15年の法施行以降）、区域指定解除台帳（平成30年度以降）
として公開

・平成30年度以前に区域指定が解除
⇒都独自に「消除台帳」として整理、公開（内容は解除台帳と同等）

閲覧方法

・都庁にて閲覧（紙ベース）

・土壌汚染情報公開システム（ＷＥＢ上で検索・閲覧可能。Ｒ元年５月15日より運用開始）

2

法・条例の土壌汚染届出情報の公開法・条例の土壌汚染届出情報の公開

土壌汚染対策法に関する情報公開

東京都環境確保条例に関する情報公開

・基準超過土壌、地下水基準超過が確認された土地等は台帳を調製し公開
（条例第118条の２）（平成31年度以降）
※条例では基準超過土壌がすべて除去された場合は、面積0m2として台帳を訂正

（引き続き台帳で公開）

閲覧方法

・都庁（１１７条）及び各区市（１１６条）にて閲覧（紙ベース）

※法台帳と同様、WEB公開に向け検討作業中



【参考】法台帳情報公開システムについて【参考】法台帳情報公開システムについて

・本年５月１５日より運用開始（右参照）

・これまで区域指定（解除）された土地に関する
台帳の閲覧・検索が可能（約1000件）
・所在地、指定物質等複数の条件で検索可能
（下記参照）

・週に１回程度情報を更新し、最新の状況を反
映（一部、公開調整中の台帳有）

3

4

【参考】法台帳情報公開システムのこれまでのアクセス数【参考】法台帳情報公開システムのこれまでのアクセス数
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検索機能利用回数

台帳・公報閲覧数

月ごとのアクセス数の累積 曜日ごとのアクセス数（運用開始～10月）

・システム訪問者 ：月500～1300人
・台帳・公報の閲覧：月5000～7000件

・平日のアクセスが大多数

※一部異常な
アクセスログは除く ※一部異常な

アクセスログは除く
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現状の公開規定の整理現状の公開規定の整理

法 条例 汚染（のおそれ）有 汚染（のおそれ）無

一定規模以上の土
地の形質の変更届
出書（４条１項）

土地利用の履歴等調査届
出書
（１１７条１項）

公開規定なし 公開規定なし

土壌汚染状況調査
結果報告書（３条、
４条２項等）

土壌汚染状況調査報告書

（１１６条１項、１１６条の２
１項、１１７条２項 等）

台帳を調製・訂正し
調査結果、措置状況を

公開
（届出書の抜粋が

公開）

公開規定なし

指定の申請書
（１４条）

汚染除去等計画書（第
７条２項）

土地の形質の変更届
出書（１２条）

汚染土穣の区域外搬
出届出書（１６条）

土壌地下水汚染対策計画
書（１１６条４項等）
汚染拡散防止計画書
（１１７条３項 等）

措置完了報告書
等
（７条９項 等）

土壌地下水汚染対策完了
届出書（１１６条８項等）

汚染拡散防止措置完了届
出書（１１７条６項等）

・法と同様の範囲（青枠）について、条例でも台帳調製・公開の対象となる

・「汚染が確認されなかった土地」等の範囲（赤枠）
⇒求めがあれば開示請求等で対応

「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関するこれまでの議論
（平成30年度第４回検討委員会資料）

「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関するこれまでの議論
（平成30年度第４回検討委員会資料）

6

・条例のうち都が所管している第117条の適用案件においては、汚染が確認された届
出は年間約200件、このうち汚染が除去されるものは年間約180件、汚染が確認されな
かった届出は年間約700件程度であり、公開範囲が拡大されればそれに伴って、相応
の行政負担が生じる。

・法と同様の範囲（＝「土壌汚染ありと評価された土地（その後汚染が除去された土地
も含む。）」）については、条例でも台帳調製・公開の対象とするべきである。

・さらに、汚染の確認されなかったことの届出に係る情報についても、将来的な公開に
向けて、事務負担や公開の影響などを精査し、台帳制度の検討を進めていくべきであ
る。

・パブリックコメントにおいて、「汚染が確認されなかった土地」の情報を公開することに
ついて、賛成の意見とともに慎重な意見も寄せられており、公開の目的や必要性につ
いて、理解を得られるものとなるよう、引き続き検討を行っていく。

「最終取りまとめ」より）

既存のツールの活用・拡張

制度見直しによる新制度 ・台帳の調製（対象・内容は規則で規定）
・操業中自主調査の規定 等

・情報開示請求、情報開示サービス等

情報のニーズ、情報公開による影響、行政による情報提供の必要性、情報公開の手段等
の議論が必要
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【参考】条例の届出数の内訳（平成30年度）【参考】条例の届出数の内訳（平成30年度）

条例 汚染（のおそれ）有 汚染（のおそれ）無

土地利用の履歴等調査届
出書
（１１７条１項）

２３８件 ４２９件

土壌汚染状況調査報告書
（１１６条１項、
１１７条２項 等）

１１６条：116件
１１７条：118件

１１６条１項：１５５件
１１７条２項：１７６件

土壌地下水汚染対策計画
書（１１６条４項等）
汚染拡散防止計画書
（１１７条３項 等）

１１６条：７３件
１１７条：８３件

土壌地下水汚染対策完了
届出書（１１６条８項等）

汚染拡散防止措置完了届
出書（１１７条６項等）

１１６条：９１件
１１７条：９４件

情報公開条例に基づく開示請求等の状況（東京都区部）情報公開条例に基づく開示請求等の状況（東京都区部）

8

年度 請求人数全件数開示請求
情報提供
サービス※ その他

請求ページ数総計
（括弧内は１件あたりの
最大請求ページ数）

平成28年度 22 33 33 0 10168(2310)

平成29年度 34 47 37 5 5 14837(3777)

平成30年度 36 57 17 39 1 52324(27674)

※ 平成29年度の下半期に導入
（電子媒体での提供のため、１回の提供あたりの容量制限があり、同一案件で複数回のサービス利用有）

・開示の決定までに届出書の検索、個人情報に係る情報の確認作業が発生（情報提供
サービスも同様）

・環境局全体の開示請求における土壌汚染対策関連の割合は２割～３割程度を占める
（平成28年度～平成30年度）

①指定調査機関等が届出書作成のために過年度案件を参考にするため
②不動産会社等が土地売買の参考とするため
③調査研究

土壌汚染対策に関連する開示請求件数

開示請求の目的（例）



条例 汚染（のおそれ）有 汚染（のおそれ）無

土地利用の履歴等調査届出書
（１１７条１項）

４２件 ８０件

土壌汚染状況調査報告書
（１１７条２項）

５７件 ６件

汚染拡散防止計画書提出書
（１１７条３項）

２９件

汚染拡散防止措置完了届出書
（１１７条４項）

２８件

9

平成30年度開示請求内訳（開示決定文書数の集計）平成30年度開示請求内訳（開示決定文書数の集計）
法 汚染（のおそれ）有 汚染（のおそれ）無

一定規模以上の土地の形質の変
更届出書（４条１項）

１２９件

土壌汚染状況調査結果報告書（３
条、４条２項等）

６８件 ０件

指定の申請書（１４条） ２３３件

土地の形質の変更届出書（１２条）
汚染土穣の区域外搬出届出書
（１６条）

１２条：２１６件
１６条：３３６件

措置完了報告書 等 １２７件

その他：１６件

「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する
パブリックコメントでの意見①（賛成寄り意見）
「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する
パブリックコメントでの意見①（賛成寄り意見）
情報公開を積極的に推進することに、賛成である。
台帳の公開方法を具体的に示すべきと考える。

土壌汚染情報に関する台帳について、「汚染が確認されなかったことの届出」も、土地の管理と記
録面から重要と考えます。台帳に早々に含めることを希望します。また、規制緩和と業務効率化の
観点から、Webサイトでの公開が望ましいと考えます。
土地の汚染の状況や対策、土地の改変の履歴について、法と同様の台帳を調製し、公開の対象
とすること、汚染が確認されなかったことの届出についても公開の対象とすること、いずれも賛成で
ある。不動産売買において、調査・対策等に関する情報は、極めて重要な情報であり、買主（候補
者）として、（過去の一時点のものであったとしても）その土地の状況を知るのに極めて有意義な情
報であるといえる。そのため、汚染が確認されなかったことの届出についてもぜひ公開の対象とし
ていただきたい。
汚染が確認されなかったことの届出について、将来的に台帳を調整し、公開の対象とすることに
賛成である。

土地は転々売買され、または担保として提供されるため、取引の安全の観点から、出来るだけ多
くの情報を公開することが必要である。

但し、個人情報を含むことが多いこと、データ量が多いことから、不動産の地番（住居表示及び登
記簿表示）と汚染又は汚染の除去の概略、汚染の不存在だけを一般公開とし、詳細な情報は情報
公開請求によって有料とするべきである。

また、指定調査機関等に協力を要請し、個人情報その他公開に適しない情報を予め伏字にする
等の方法で提供を受けることがよいと考える。

10



「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する
パブリックコメントでの意見②（やや慎重～反対意見）
「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する
パブリックコメントでの意見②（やや慎重～反対意見）
土地取引や活用の促進、また効率的な土壌汚染状況調査に資するものとして、台帳の調整は賛
成であり、汚染の状況、汚染拡散防止措置、土地改変の履歴に加え、「汚染が確認されなかった」と
の調査結果（調査時点を明示）も、台帳に記録し公開すべきである。但し、個人情報保護の観点か
ら、住所等の個人情報については、土地所有者のみが開示請求できることとする等の制度設計を
すべきである。

「汚染が除去された土地」「汚染が確認されなかったことの届出」についての公開は、「情報公開の
推進のため」もあるかと思いますが、まずは、上位にある環境基本条例の内容も踏まえた上で、環
境の保全（第十七条）の点から検討されることが望ましいと思います。環境基本計画の策定におい
て、情報公開のあり方については、審議はなかったように思います。
土地は個人や法人の資産であるため、土地所有者の意思がある場合を除き、汚染がない当該地
の情報について、行政庁が関与することはあまり望ましいものではないと思います。環境基本条例
のとおり、「環境保全」の条文の観点から、汚染がある事案について、健康リスクに関するコミュニ
ケーションを推進されていくことが望ましいと思います。
「汚染が除去された土地」「汚染が確認されなかったことの届出」についての公開は、土地所有者
の意思を反映することが望ましいと思います。公開されたくない都民もいらっしゃるかと思います。

「汚染が除去された土地」「汚染が確認されなかったことの届出」についての公開は、「都民の健康
を確保する」ことから離脱した状況であると思いますので、個人資産の保護の点から、慎重な取り
扱いが必要と思います。
台帳の調整、台帳の公開については、委員の意見のとおり、件数が多いようですので、適切な人
員を増員、配置した上で施行して行くことが望ましいと思います。公開には、問い合わせ、説明が伴
うかと思いますので、適切な都民対応の体制となることが望ましいと思います。「推進」とされる上で
も、そのようなかたちが望ましいと思います。
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「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する検討委員会、
委員ヒアリングでの意見（抜粋） ①
「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する検討委員会、
委員ヒアリングでの意見（抜粋） ①

発言骨子

・開示の事務に苦労するなら公開を積極的にする方向性もある
・アセスのように届出書はすべて公開するという手段もある
・同じ土地で再度調査するなど、社会的に無駄をしてしまうことが問題

・後の土地利用の際に、過去に調査があった結果を使うことになるので、調査結果を残して
ほしい

・アセス結果のアーカイブ化の議論でもコンサルの「著作権」の話がでた。社会的財産という
視点が欠けている。

・届出書は社会的財産であるという点に同意。その土地の汚染の有無について割と簡単に
わかる状況になるべき。
・土地の売買の際に必ず調査をしなければならないことも鑑みれば、公開した方が良い。

・汚染土マップのようなものを作って、みんなでデータを蓄積していき、将来的にどこに何が
あるかということが分かるようになることを目指すということ。

・汚染という、単なる土地の情報だけでなく、広く東京都の環境をどうするのかという議論に
使われていくのが望ましい。

・官民データ活用法でもデータの整備が求められており、一元的に情報を入手できた方が全
体としてよい。

・公開する情報に制限を設けても、さらなる開示への要望は出るだろうから、事務的に負担
のない範囲で、順次できたものから公開するのがよい。

12

公開情報の活用・公開すべき理由



「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する検討委員会、
委員ヒアリングでの意見（抜粋）②
「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に関する検討委員会、
委員ヒアリングでの意見（抜粋）②

発言骨子

・日本では土地の所有権が個人的なものとする傾向強い。「個人でやった調査だが社
会的な財産である」ということに同意してもらわないと摩擦おきるおそれ。
・土地に関する情報は個人情報、財産という意識強いが、公有財産の側面もある。

・汚染が確認されなかったことを「汚染がない」と信じてしまうことの危惧や、何かしら
台帳に載ることに関する資産価値への影響のようなことを心配されるケースがあるの
では。
・情報公開することによる負担が大きいならば電子申請化とセットで検討すべき。

・個人情報だけでなく、企業情報にあたる部分の公開について慎重に検討してほしい。
特定の業者の利益につながるおそれ。

・届出一覧を公開した場合、「調査結果がない」ことの公開にもなる。悪意のある収集
者に使われないようにしてほしい。

・中小零細・個人事業主の場合は土地に係る個人情報が出てしまうようなことについ
ては慎重に。
・物質名が企業情報だとして嫌がる企業もある。
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懸念事項

「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に係る論点「汚染が確認されなかった土地」の情報公開に係る論点

①情報のニーズ 誰が利用するか。特定の者の利益のみに資することはないか。

どのくらいの頻度で利用するか。

予め公開することで、開示請求者・行政の負担が軽減されるか。

②行政による情報提供の
必要性（公開する目的）

「情報公開の推進」の一点のみで公開すべき情報といえるか。

環境リスクの低減に資するか。

土壌汚染に係る調査の効率化・正確性の向上に資するか。

③情報公開による影響 公開する情報の責任は誰が負うのか。

情報の意味が正確に理解されるか。

著作権上の問題は生じないのか。

個人の公開されない権利を侵害しないか。

④情報公開の手段 台帳の対象を拡大するか。

他の既存ツールの活用が可能か（開示請求、東京オープンデータカ
タログ等）。
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